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１．被災者支援業務の概要
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クラウド型被災者支援システムの概要

被災者支援
システム
未導入

クラウド型被災者支援システム

住民基本台帳

避難所入退所管理
(マイナンバーカード利用の機能

を一部実装)

X社製
被災者支援
システム

B市

被災者台帳

オンライン申請
（マイナポータル利用）

被災情報
（住家の被害等）

・平時からの住民記録のバック
アップデータの確保により、
庁舎被災時の業務継続が可能

コンビニ交付

①被災者支援システム機能

住民情報
（住所、氏名、年齢等）

避難所受付

被災者台帳機能

窓口・郵送での
受付・交付にも対応

データ連携

・クラウドの利用により、導入や
運用に係るコストを低減

被災者台帳の活用による
・被災状況に応じた

援護対象者の抽出
・被災者の被害状況・居所等の共有
・援護の実施状況等の確認 等

避難所関連機能

避難行動要支援者関連機能

②オンライン申請・コンビニ交付等機能

・避難行動要支援者名簿・
個別避難計画等の
作成・更新促進（※）

・災害時の支援の迅速化等

・避難所運営管理の効率化(※)

・自宅や遠隔地から被災者支援手続
の申請が可能

・コンビニエンスストアでの
罹災証明書・被災証明書の交付
により、密を回避

・導入済みの既存システムとの
データ連携も可能

証明書等
発行機能

※令和３年度に開発し、令和４年度
より運用開始。
一部機能は令和４年度以降に開発
予定。



CABINET OFFICE GOVERNMENT OF JAPAN

クラウド型被災者支援システム構築の目的

平 時 発災時 応急期 復旧期

・避難行動要支援者名簿・
個別避難計画等の作成

・避難所の管理
・避難者の管理（入退所等）

・住家の被害認定調査
・罹災証明書の交付 ・各種被災者支援手続（※）

避難行動要支援者名簿
個別避難計画

被災者台帳の作成

迅速・適確な援護実施
（援護の漏れ、

二重支給等の防止）
被災者の負担軽減

（同様の申請等の回避）

関係部署の負担軽減
（関係情報共有による

重複の排除）
見守り・相談支援への活用

適切な避難支援等の実施

〇 被災者支援業務の迅速化・効率化については、行政手続の電子化や被災者支援のためのシステムの整備等が有効
な手段の一つであるが、現状、約半数の自治体で未整備となっている。

〇 整備が進まない主な原因として、システムの構築・運用コスト等の課題が挙げられる。

＜課 題＞
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自治体のシステム整備促進を目的として、
内閣府において「クラウド型被災者支援システム」を構築

＜効 果＞

※被災者生活再建支援金、災害弔慰金、
災害障害見舞金、災害援護資金 等
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クラウド型被災者支援システム導入による効果

平 時 発災時 応急期 復旧期
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〇：自治体、●：被災者
＜被災者台帳＞
〇 住基情報をベースとし、必要な情報を入力することで、容易に被災者台帳の作成が可能
〇 クラウド上で各種データを集約するため、庁舎の被災等の影響を回避
〇 各サブシステムの連動により、効率的なデータの集約や活用が可能
〇 同じシステムを導入している他の自治体からリモートで受援可能

（電話による被災者状況確認等）

＜マイナンバーカードを活用した
オンライン申請、コンビニ交付、各種被災者支援手続＞

〇 申請・交付に係る窓口対応職員の削減
〇 相談窓口等の職員の確保
〇● 申請・交付時の密を回避
● 自宅や遠隔地から申請が可能
● 全国のコンビニ等で罹災証明書等の受領が可能

（コンビニ交付実施自治体の場合）

＜民間提供の被災者支援関連システムとのデータ連携＞
〇 コンビニ交付等の一部の機能が活用可能
● 自宅や遠隔地からの申請や全国のコンビニ等での罹災証

明書等の受領が可能

＜避難行動要支援者名簿＞
＜個別避難計画＞
〇 住基情報の利用等による

名簿・計画の作成・更新
等業務の正確性の確保・
省力化

〇 避難行動要支援者の
検索・抽出が可能

〇 GIS関連機能により、
ハザードマップ上危険な
区域に住む方を抽出、地
図上で表示（優先して対
応する要支援者の検討が
可能）

※一部機能は今後実装予定

＜避難所管理＞
〇 避難所・避難者の状況

把握が可能

＜コンビニ交付＞
●全国のコンビニ等で住民

票・印鑑登録証明書の受
領が可能（コンビニ交付
実施自治体の場合）

＜避難所入退所管理＞
＜避難所管理＞
〇● 迅速な避難者名簿の

作成により受付時の密を
回避（マイナンバーカー
ド等を利用する入退所
管理サービスの活用等）

〇 避難者の人数や外出状況
の把握、健康状態の入力
が可能

〇 避難所の設備等の状況
（自家発電装置、断水
等）の入力も可能

<避難行動要支援者名簿>
＜個別避難計画＞
〇 避難行動要支援者の避

難状況の把握が可能
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２．クラウド型被災者支援システムの政策的位置づけ
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クラウド型被災者支援システムの政策的位置づけ

防災施策、デジタル施策の両面から業務を支援するシステムの活用や行政手続きの
オンライン化の促進を図ることを位置付け

防災施策としての位置づけ

＜防災基本計画＞（令和３年5月中央防災会議決定）
〇市町村は，効率的な罹災証明書の交付、個々の被災者の被害の状況等の情報を集約した被災者台帳の

作成業務について、システムの活用等含めた効率的な実施について検討すること（要約）

デジタル施策としての位置づけ

＜デジタル社会の実現に向けた重点計画＞（令和３年６月閣議決定）
＜自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画＞（令和２年12月25日）

〇令和３年度（2021 年度）中に、市町村が共同で利用できるクラウド上において、 住民情報等の情
報を活用した被災者支援を効率化する仕組みを構築し、令和４年度（2022年度）以降に市町村に展
開する。本仕組みを活用し、マイナンバーカードを活用した罹災証明書の電子申請やコンビニ交付を
可能とする（要約）

その他、「自治体の行政手続のオンライン化に係る手順書」、「デジタル・ガバメント実行計画」にも記載
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避難行動要支援者名簿・罹災証明書・被災者台帳

平成25年の災害対策基本法改正で、各事務を法制化
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個別避難計画の作成の努力義務化（令和３年改正）

令和３年の災害対策基本法改正で、個別避難計画の作成事務を法制化

避難行動要支援者の避難行動
支援に関する取組指針
（平成３年５月改定）
内閣府（防災担当）

「優先度が高いと市町村が
判断した者について、
地域の実情を踏まえながら、
改正法施行後から
おおむね５年程度で
取り組んでいただきたい。」
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３．クラウド型被災者支援システムの概要
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クラウド型被災者支援システムの全体像
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平 時 発災時 応急期 復旧期

被災者台帳

避難者管理(入退所等)
証明書発行

申請管理

クラウド型被災者支援システム

オンライン申請
（ぴったりサービス利用）

コンビニ交付避難所登録

データ連携

データ連携

避難所情報

住民情報

避難行動要支援者名簿・
個別避難計画の作成

被

被自

自

自

被

自 :自治体

:被災者

避難所管理

名簿・計画作成

被災者台帳管理

X社製
被災者支援
システム

避難所管理

避難所受付
自

※被災者生活再建支援金、災害弔慰金、
災害障害見舞金、災害援護資金

・避難行動要支援者名簿・
個別避難計画等の作成

・避難所の管理
・避難者の管理（入退所等）

・住家の被害認定調査
・罹災証明書等の交付 ・各種被災者支援手続（※）

避難行動要支援者名簿
個 別 避 難 計 画
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申請管理
機能

証明書発行
機能

避難行動要支援者
関連システム

避難所アプリ避難所関連
システム

データ連携
機能

避難所関連
システム

被災者支援
システム

クラウド型被災者支援システムの全体像（機能別）
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４．クラウド型被災者支援システムの活用例
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クラウド型被災者支援システムの活用例（平時）

自治体で作成済の
避難行動要支援者名簿

避難支援等関係者
[ 自主防災組織、ケアマネ、民生委員等 ]

氏名 住所 … …
Ａ
Ｂ
Ｃ
…

氏名 住所 … … 避難先 支援者 … …
Ａ
Ｂ
Ｃ
…

Ａさん

＜個別避難計画＞

Ａさんの
個別避難計画

住所：
避難先：
避難支援者：

…

氏名 住所 … …
Ａ
Ｂ
Ｃ
…

住民基本台帳住民基本台帳
バックアップデータ

福祉
システム

メールでの共有も可

都道府県、市町村の福祉
情報(障害者手帳、要介護
度等)の入力・更新が可能

（今後実装予定の機能）
変更箇所を画面上で確認
の上、更新を確定できる。

印刷して
・訪問時に持込
・郵送 等

個別避難計画を
個人ごとに

ファイル保存や
印刷が可能

住所異動・転出
等の更新が可能

Excelや既存システム等から名
簿をクラウド型システムに取り
込み 名簿として活用可

自治体独自の
項目設定も可能
（避難生活上の

留意事項等）

名簿のデータは
個別避難計画に取り込み可

避難行動要支援者名簿に
避難先等を加えることで、
個別避難計画の作成可

避難行動要支援者関連システム

クラウド型被災者支援システム

＜避難行動要支援者名簿＞

CSV形式で読み込み
（今後実装予定の機能）
・ハザードマップ上危険な区域

に住む方を抽出、地図上で
表示（優先して対応する
要支援者の検討が可能）

・避難経路や自宅の見取り図の
画像データを貼り付け

避難所名 住所 収容人数 施設種別 wi-fi …
X
Y
…

＜避難所情報管理＞

名簿・計画の作成

避難所情報の管理

避難所関連
システム避難所の施設・設備に関する情報等を

入力しておくことで、
災害に備えた準備状況の確認。
発災時に迅速な避難所状況の把握が可能

住民票・印鑑登録証明書の

コンビニ交付

自治体基盤クラウド上に
住民票のバックアップ
データを置いておくことで、
住民票・印鑑登録証明書の
コンビニ交付が可能。

※別途システム改修が必要な
場合があります。

防災、福祉部局の他、消防
や警察などとも情報共有が
可能。
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氏名 住所 … … 避難先 入所日 外出 退所日 避難所外避難者
Ａ X 4/1
Ｂ X 4/2 〇
…

氏名 住所 … 要介護度 避難先 … … 罹災証明申請状況 住家被害 … 人的被害 … 仮設住宅入居 公営住宅入居
Ａ X
Ｂ X
Ｃ Y
D Y
…
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クラウド型被災者支援システムの活用例（発災時）

住民基本台帳
（バックアップ） 福祉システム

X避難所

避難所で入力した
避難所情報を台帳に反映

各種被災者支援手続

（イメージ）

避難所アプリの活用で入退所・外出を把握可
（マイナンバーカードによる入退所管理が可能）
※ 一部機能については今後開発を検討

住家の

被害認定調査結果

避難所名 住所 … … 水道 自家発電装置 … …
X
Y
…

避難所の設備等の状況
（自家発電装置、断水等）

の入力も可能

避難所関連
システム

被災者支援
システム

印刷して
見守り・相談支援への
活用が可能

クラウド型被災者支援システム

罹災証明書の発行
証明書発行機能

申請管理機能

住基をベースとした
避難者候補名簿から
迅速に避難者名簿を
作成可

避難所アプリ

ぴったりサービスからの

申請情報

住民基本台帳等から被災者台帳
にデータの取込み可

＜被災者台帳＞

避難者・避難所情報の
管理

被災者台帳の作成

申請管理
証明書発行等

＜避難者名簿作成＞

＜避難所情報管理＞

避難所外避難者の把握
・集計も可能

避難行動

要支援者

名簿

個別

避難計画

避難者

名簿

Aさんの個別画面から
Aさんのサブシステムの
情報を参照可

自治体独自の項目設定も可能

取り込んだデータに、実際の避難先、住宅の被害状況等
を加えることで、被災者台帳情報が充実
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５．クラウド型被災者支援システムのデモ操作説明
～開発中の機能の一部（罹災証明書の電子申請～コンビニ交付）をご紹介～
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クラウド型被災者支援システムの画面イメージ
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※開発中のため、画面イメージは今後修正される場合があります。

＜トップ画面イメージ＞
災害ごとに管理

（複数の災害を管理可能）

〇 発災時のシステム立ち上げのイメージ（現時点版）
・「システム管理」メニューから「災害名管理」を選択し、災害名・発災日等を

登録（後で変更も可能）
⇒ このとき、クラウド上に保管されている住民情報が被災者支援システムに

取り込まれ、被災者台帳のベースが作成される。
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クラウド型被災者支援システムの活用例（申請受付）
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ぴったりサービスから
電子申請情報を取得

（職員にメールでお知らせ）

申請内容の確認
（受理・不受理の判断）

被災者支援システムに
取り込み

（被災者台帳と連携）

※罹災証明書、被災証明書、被災者生活再建支援金、災害弔慰金、災害障害見舞金、災害援護資金

＜画面イメージ＞

＜システム処理の流れ＞

（窓口・郵送での申請は、被災者支援システム本体から受付が可能）

ぴったりサービスから
電子申請

（被災者がマイナンバー
カードを用いて申請）

申請管理（６手続（※））
ぴったりサービスからの電子申請情報の取得、申請内容の確認、被災者支援システムへの取り込みが可能

申請管理機能

※開発中のため、画面イメージは今後修正される場合があります。

被災者に確認結果をメール
でお知らせ（自動通知）
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（参考）マイナポータル（ぴったりサービス）とは

20
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クラウド型被災者支援システムの活用例（台帳管理）
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申請情報を基に
住家の被害認定調査を

実施（システム外）

住家の被害認定調査結果
の入力

（全壊、大規模半壊等）

＜申請管理画面イメージ（再掲）＞

＜システム処理の流れ＞

被災者支援システムに
取り込み

（被災者台帳と連携）

被災者台帳管理（罹災証明書編）
・住民基本台帳等をベースに、被災者・世帯の属性・被害・援護の状況等を管理する被災者台帳を作成することが可能
・罹災証明書関連情報等を入力（住家の被害の程度等）することが可能
・指定領域内の住家の被害（例：全壊）を一括で登録することが可能（GIS機能）

被災者支援システム申請管理機能

※開発中のため、画面イメージは今後修正される場合があります。

被災者台帳の更新
（申請・調査情報の登録完了）

被災者に交付準備完了の旨を
メールでお知らせ

（自動通知）

＜被災者支援システム画面イメージ＞
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証明書発行（２手続（※））
罹災証明書・被災証明書のコンビニ交付が可能（マイナンバーカード保持者の場合）

※罹災証明書、被災証明書

（窓口・郵送交付の場合は、被災者支援システム本体から帳票発行が可能）

被災者支援システムから
情報抽出・証明書を作成

（PDF形式）

・利用者証明用電子証明
書の有効性を確認

・証明書に偽造防止加工

コンビニ端末から
証明書印刷

（被災者が受け取り）

コンビニ端末から
発行申込

（被災者がマイナンバー
カードを用いて申込）

証明書発行機能

＜コンビニ端末画面イメージ＞

＜システム処理の流れ＞
J-LIS証明書
交付センター

＜罹災証明書イメージ＞
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